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Fujitsu’s Sustainability Activities 

 
あらまし  

 
今日，企業の社会的責任（CSR）として，環境問題への対応（環境的側面）や経営的な

パフォーマンスの向上（経済的側面），お客様や従業員，地域社会への対応（社会的側面）
のバランスを図る取組みが注目されている。「環境」「経済」「社会」は，企業の持続可能性
（Sustainability）を支える三つの柱（トリプルボトムライン）と言われている。 
富士通は，2002年に「富士通環境憲章」を全面的に見直し，新たに「富士通グループ環

境方針」を制定した。この「環境方針」において，「環境保全への取組みが重要な経営課題
であると認識し，IT企業としてその持てるテクノロジと創造力を活かし，社会の持続可能
な発展に貢献」することを宣言した。 
本稿では，「富士通の持続可能性の取組み」の背景とその目指す姿を描き，「環境」「経

済」「社会」のそれぞれの取組みについて概括する。 
 

Abstract 

Corporate social responsibility (CSR) has lately become an important topic in three key 
areas: the handling of environmental issues; improving management performance; and 
responding to customers, employees, and local communities.  These three areas, referred to 
at Fujitsu as the Environment, Economy, and Society areas, are the three pillars that 
support our corporate sustainability.  In 2002, Fujitsu revised every aspect of Fujitsu’s 
Commitment to the Environment and established the Fujitsu Group Environmental Policy.  
In the policy, we recognize that as a major IT corporation, we have a responsibility to 
promote environmental protection activities and use technology and creativity to achieve 
sustainable development.  In this paper, we describe the background and targets of 
Fujitsu’s sustainability activities and summarize our Environment, Economy, and Society 
activities.  
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図-1 CSRをめぐるステークホルダ 
Fig.1-Stakeholder relevant to CSR. 

ま え が き 

 20世紀は，大量生産－大量消費－大量廃棄を
ベースとして人類史上においても劇的な発展を遂げ

た世紀であり，ある一定の物質的な「豊かさ」を

我々にもたらしたということができよう。しかし，

一方でその弊害が20世紀後半に様々な矛盾となっ
て現れてきているのも事実である。 
 20世紀の目覚ましい経済発展は，その一方で
1970年代の公害問題やエネルギー・資源問題，そ
して1990年代になって顕在化してきた地球温暖化
問題など環境をめぐる様々な問題が企業の存続を脅

かすものとして認識されるようになってきた。さら

に，バブルの崩壊による経済の低迷や2001年から
2003年にかけての9.11同時多発テロ，BSE（牛海
綿状脳症）問題，相次ぐ企業不祥事の露呈，イラク

戦争や新型肺炎SARS（重症急性呼吸器症候群）な
ど将来に対する不安や不透明感を多くの人々が抱く

ところとなっている。 
 このような社会的状況のもと，企業は経済活動の

みならず，環境活動・社会活動に対する責任を果た

すことが求められてきている。この企業の社会的責

任を果たすことが企業や社会全体の持続的な発展

（Sustainable Development）につながるという認
識が急速に拡大してきている。 
 本稿では，富士通の持続可能性の取組みとこの持

続可能性を実現させる環境活動，経済活動，社会活

動について述べる。 

サステナビリティとは 

 サステナビリティ（Sustainability）とは，持続
性とか持続可能性と言われている。1987年に国連
の「環境と開発に関する世界委員会」（WCED）の
ブルントラント委員長がまとめた報告書「我ら共有

の未来（Our Common Future）」において「持続
可能な開発」（Sustainable Development）という
コンセプトが提唱された。1992年には，1972年に
ストックホルムで開催された「国連環境会議」の

20周年ということでリオ・デ・ジャネイロで「環
境と開発に関する国連会議」（地球サミット）が開

催され，「環境と開発に関するリオ・デ・ジャネイ

ロ宣言」が採択された。この宣言において「持続

可能な開発」については原則3と原則4に示されて

いる。 
 また，2002年には南アフリカのヨハネスブルク
において「持続可能な開発に関する世界首脳会議」

が開催され，環境問題だけでなく貧困の撲滅，淡水

資源の問題，健康問題，グローバリゼーションへの

対応など持続的な開発について幅広い議論がなさ

れた。 
 サステナビリティを考える上で重要な視点として

「トリプルボトムライン」という考え方がある。こ

の「トリプルボトムライン」は，英国の

SustainAbilty社のジョン・エルキントン(1)によっ

て提唱された。企業のサステナビリティは，「環境

的側面」「経済的側面」「社会的側面」の三つのバラ

ンスが重要だとする考え方である。また，この考え

方は，企業の社会に対する責任を果たすという点と

も一致する考え方であり，企業の社会的責任

（CSR：Corporate Social Responsibility）として
注目されている（図-1）。 

富士通におけるサステナビリティの取組み 

 企業の環境保全活動に対するステークホルダの関

心は増大の一途をたどっており，環境保全活動の状

況を記載した「環境報告書」を発行する企業が増え

てきている。また，環境以外の健康や安全，持続可

能性に関する取組みなどの報告も最近増大する傾向

にある（図-2）。 
 このような状況において，富士通では1996年以
降，毎年環境保全活動の実績およびその成果を中心

にとりまとめた「環境報告書」(2)を発行してきた。

発行の目的としては，環境保全に関する情報を積極

的に社会へ開示し，企業として事業活動の透明性を

高めることにある。2003年からは「2003富士通グ
ループ環境経営報告書」 (3)（ 2003 FUJITSU 
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図-2 世界の有力企業の非財務報告書の分類 

Fig.2-Classification of non-financial report of leading 
company in the world. 

 

◎法令を遵守する

◎情報開示を行い説明責任を果たす

◎コミュニケーションに努める

環境負荷の低減
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経済への貢献

 

図-3 富士通が目指すサステナビリティのイメージ 
Fig.3-Fujitsu’s pursuit image of sustainability. 

 
GROUP SUSTAINABILITY REPORT）として，
環境のみならず，経済的側面および社会的側面に関

する情報の開示も行った。また，同報告書において，

富士通におけるサステナビリティの考え方を明確に

示したことも特徴の一つである。 
● 富士通の基本コンセプトとしての 
“The FUJITSU Way” 

 富士通では，1987年に「富士通企業行動指針」
を制定し，社会に貢献できる企業として「行動の目

標」，「行動の指針」および「行動の規範」を明確に

し，全社員への徹底を図ってきた。 
 2002年には，富士通が真のグローバル企業とし
て発展し続けるために，企業・社員がいかに行動す

べきかの共通認識を明確にした“The FUJITSU 
Way”を新たに制定した。この“The FUJITSU 
Way”において業務遂行の行動の基準となる価値
観として「お客様」「人材」「クオリティー」「成長

と利益」に加え，「環境－すべてをグリーンに」を

掲げている（詳しくは，本特集の「富士通の環境経

営戦略コンセプト」(4)を参照）。 
● なぜ富士通がサステナビリティに取り組むのか 
 富士通がサステナビリティに取り組む理由，また

はその背景をまとめると大きく四つの点が挙げら

れる。 
 まず第1に，企業として地球温暖化問題や循環型
社会構築への対応など環境問題への的確な対応が求

められている。第2に環境問題のみならず経済や社
会的なリスク対応が今日ほどその重要性が増大して

きている時代はなく，そういう意味においてリスク

マネジメントの充実は避けられない状況にある。第

3としては，事業の活動地域が全世界へ広がり，さ

らにグループ経営を強化する必要性が強まっている。

したがって，よりグローバルな対応を行っていかな

ければならない。このような状況において第4とし
て企業の評価軸の多様化や株主・お客様からの様々

なニーズにすばやく対応するステークホルダ重視の

取組みを展開していかなければならないと考えて

いる。 
● 富士通が目指すサステナビリティの姿 
 市場経済のグローバル化の進展に伴い，多くの製

品やサービスが国境を越えて，世界中の様々な地域

や国々で販売し，利用されている今日，富士通は企

業としての経済的責任・社会的責任と環境負荷の低

減においてバランスのとれた経営を実践することが，

持続可能な社会の形成に貢献することができると認

識している（図-3）。 
 環境的側面においては，さらなる環境負荷の低減

を目指し，経済的側面においては，企業の成長性の

追求と経済への貢献，社会的側面においては，企業

の社会的責任の遂行に取り組むことである。この三

つの側面を実践するために全体を通して，コンプラ

イアンス（法令遵守），アカウンタビリティ（説明

責任）とディスクロージャ（情報開示），そして

様々なステークホルダとのコミュニケーションが基

盤となっている。 

環境の取組み 

 富士通は，The FUJITSU Way および2002年に
全面的に見直した富士通グループ環境方針に基づい

て，持続可能な社会を目指し，あらゆる事業領域で
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図-4 ヒューマンセンタードデザイン 

Fig.4-Human-centered design. 

環境活動を実践している。この環境活動の目的は，

環境保全を重視することと循環型社会構築に積極的

に貢献することである。 
 富士通における環境の取組みのフレームワークは

次のような構成になっている。 
（1） 環境に関する経営方針 
（2） 環境マネジメントシステム 
（3） 環境会計 
（4） 環境コミュニケーション 
（5） 環境パフォーマンス 
（6） 環境リスク管理 
（7） 製品・サービスの環境配慮 
● 環境経営からサステナブル経営へ 
 現在，富士通では2001～2003年度の目標を策定
した「第3期富士通環境行動計画」を推進中であり，
また，2004年度からスタートする「第4期富士通環
境行動計画」については現在策定作業を進めている

ところである。この第4期環境行動計画では，「環
境経営からサステナブル経営へ」ということで，よ

りサステナビリティのコンセプトが明確になったも

のになる。そのポイントは，つぎの3点である（詳
しくは，本特集の「富士通の環境経営戦略コンセプ

ト」(4)を参照）。 
（1） サステナブルグループ経営の強化 
（2） お客様のシステムにおいて環境コストを低減
する製品やソリューションを提供 

（3） ライフサイクルの全領域においてCO2排出量

を削減 

経済面の取組み 

 今日，IT（情報技術）分野を取り巻く市場環境
としてはITバブル崩壊など厳しい状況にあるが，
「ブロードバンド」や「ユビキタス」などITが社会
のすみずみまで浸透し，ITは社会インフラとして
経済的な貢献ができると考える。 
 富士通では，サステナビリティにおける経済面の

取組みの考え方として次の二つの柱を立てている。 
（1） 市場に的確に対応する 
（2） お客様起点で取り組む 
 この二つの柱に基づいて経済面での取組みを進め

ることによって，企業の成長性の確保と経済への貢

献という経済的責任を果たすことが可能である。ま

た，その取組みの結果をアニュアルレポートや投資

家向けのIR（Investor Relations）活動を通じて経
済概要や財務データを開示している。 
 さらに，グリーンソリューションを提供すること

によって，社会全体の環境負荷低減に貢献するとと

もに社会に対する経済的な貢献が可能となる。 

社会に対する取組み 

 富士通では，良き企業市民として，地域や社会と

調和する幅広い活動を行っている。活動全体のフ

レームワークとしては，つぎの4点にまとめること
ができる。 
（1） お客様起点で取り組む－カスタマフォーカス 
（2） 法令を遵守する－リスク管理 
（3） 人材を育成・支援する－従業員満足 
（4） 社会活動に積極的に取り組む－社会貢献 
● カスタマフォーカスの取組み 
 富士通では，「ヒューマンセンタードデザイン

（人間中心のデザイン）」をポリシーに常に利用する

お客様の意見や立場を考えた製品やサービスの開発

を行っている（図-4）。 
 製品やサービスにおいて機能や性能が優れている

ことはもちろん，障害を持つ人や高齢の人など様々

な立場の人々が利用しやすいという「アクセシビリ

ティ」に配慮し，「ユニバーサルデザイン」を実現

することが重要と考えている。 
 具体的には，携帯電話の便利さをすべての人たち

にというコンセプトで誰でも使える「らくらくホン

F672i」やシニアのためのパソコンセミナを開講し，
セミナ受講者の中からアドバイザを認定する「シニ

アITアドバイザ認定制度」を設けている。また，
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図-5 FUJITSUユニバーシティの構成 

Fig.5-Fujitsu University structure. 
 

視覚・聴覚の障害を持つ方々向けのパソコンスクー

ルも開講している。 
● リスク管理の取組み 
 自社はもちろんお客様のリスクを未然に防止する

こと，そして発生したリスクについてスピーディに

報告し，被害の拡散・拡大を防ぐことは企業にとっ

て最重要課題である。 
 富士通では，企業活動をめぐる様々なリスクの状

況把握とその対処のために「リスク管理委員会」を

設置し，全社グループベースの危機管理体制の強化

を図っている。また，具体的な取組みとしては従業

員一人一人のリスク管理能力を高めるため，セミナ

の開催やe-ラーニングによる教育を実施している。
さらに役員，幹部社員を対象としたリスクマネジメ

ントセミナも実施している。 
 最近，全国各地で土壌・地下水汚染や廃棄物の不

法投棄など環境リスクに関連した問題が社会の注目

を集めている。このような状況を踏まえ，富士通で

は2002年度から従業員の環境リスク感性の向上と
育成を図る新たな教育制度をスタートさせた。 
● 従業員満足の取組み 
 従業員一人一人の能力を開発し，自立的なキャリ

ア形成を支援するために人事・教育制度がある。 
 人事制度としては，従業員が半年ごとに自分の業

務目標を設定し，成し遂げた成果とそのプロセスに

よって評価され，報酬が決まる仕組みとして「成果

評価制度」がある。さらに社内募集制度やFA（フ
リーエージェント）制度により，従業員のキャリア

形成を支援し，スキルや専門性を高めると同時によ

りチャレンジングな企業風土を目指している。この

ほかの人事制度として，インターンシップ制度，表

彰制度，育児休職制度，介護休職制度，リフレッ

シュ休暇制度，社外派遣留学制度，ナイスライフセ

ミナなどがある。 
 人材開発・教育制度としては，2002年に富士通
グループ全体の長期的な視野に立った人材育成を行

うために「FUJITSUユニバーシティ」を設立した
（図-5）。 
 FUJITSUユニバーシティでは，つぎの3点を基
本に業界をリードする高度人材の育成を行うことを

使命としている。 
（1） お客様に高い付加価値を提供できる「プロ
フェッショナル」の育成 

（2） グローバルビジネスを強力に推進する「ビジ
ネスリーダ」の育成 

（3） トータルプロバイダとしての「ベースライ
ン」の強化 

 また，富士通グループの教育の総合プラット

フォームとしてFUJITSU NetCampusがあり，従
業員は2,000を超える教育プログラムの中から自分
が必要とする講座の申込みや，e-ラーニングの受講
ができる。 
● 社会貢献の取組み 
 地域や国際社会の一員として，地域とのコミュニ

ケーションや国際交流，学術・文化の振興などに

貢献する様々な活動を進めている。その一部を紹

介する。 
 地域とのコミュニケーションとしては，工場や事

業所ごとに地域の清掃活動への参加や周辺住民を対

象としたチャリティーコンサート，スポーツ大会な

どを通じてコミュニケーションを図っている。 
 学術・教育の振興として，1972年にハワイ州に
日米経営科学研究所（JAIMS）を非営利教育法人
として設立した。また，数学的創造性を生かして将

来の社会の発展を担う人材の発掘育成・支援を目的

に数学オリンピック財団の活動を支援している。

2003年の第44回大会は日本で開催され，富士通は
単独スポンサとして全面的に協力した。 
 国際交流活動としては，富士通アジア・パシ

フィック奨学金制度（1985年に設立），海外研修生
のための研修・宿泊施設として富士通クロスカル

チャーセンター（1992年に設立）を設立するなど
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図-6 リズムフォレストの画面 
Fig.6-Rhythm Forest forestation game. 

 

貢献している。 
 文化・芸術活動の支援としては，世界囲碁選手権

富士通杯や富士通コンサートシリーズ，富士通レ

ディースゴルフトーナメントなどに協賛している。

さらに，1996年からスポーツ文化の振興およびス
ポーツによる地域社会の貢献を理念にJリーグに加
盟するプロサッカー川崎フロンターレの活動を支援

している。川崎フロンターレは，青少年の育成や地

域のスポーツ文化発展を目指し，地域に根ざした

チームとして地元商店街をはじめ，多くのファンの

方々から熱い応援を頂いている。また，富士通では，

（株）ニフティ，（株）フォトンと協力して（財）オ

イスカが推進する植林事業を支援するネットワーク

ゲーム「リズムフォレスト」のサービスを提供開始

した。この「リズムフォレスト」は，映像と音楽に

よるセッションゲームで，美しい海や大地，広がる

空を舞台にセッションを繰り返すことにより，ゲー

ムの世界が木々や花々で豊かになるというものであ

る（図-6）。このゲームにおける毎月の利用料金の
うち，苗木1本分相当が（財）オイスカが推進する
「子どもの森計画」植林事業へ提供される仕組みに

なっている。バーチャルなゲームを通じて，リアル

な植林活動に協力できるユニークな取組みである。 
● 海外からの評価 
 富士通における環境の取組み，経済面の取組み

そして社会面の取組みは海外からも高く評価され

ている。 

 富士通グループは，米国ダウ・ジョーンズ社によ

る世界34箇国2,500社を対象に実施したサステナビ
リティ株式指標の環境分野において5年連続トップ
にランキングされた。また，英国FTSEインターナ
ショナル社によるFTSE指標において「環境サステ
ナビリティ」「世界的な人権の指示・維持」「ステー

クホルダとの積極的な関係の創出」の3点が評価さ
れ，“FTSE4Good Global Index”に組み入れら
れた。 

む  す  び 

 サステナビリティの取組みは，企業市民として持

続型社会構築に積極的に関与することにある。その

際に環境の側面，経済の側面そして社会の側面と

いったトリプルボトムラインのバランスがとれた経

営が必要である。また，昨今急速に関心が高まって

いる企業の社会的責任（CSR）に関してもこのト
リプルボトムラインのコンセプトは有効であり，サ

ステナビリティの取組みとCSRの取組みは表裏一
体で考えることがポイントであると考える。さらに

社会的責任の遂行を狭義のリスク対応と考えるべき

ではなく，持続型社会構築のための積極的な提案，

ある意味ではそれがビジネスチャンス獲得につなが

るという発想が必要ではないかと考える。 
 富士通は，IT企業のトップランナとして，持続
可能性を高めるための製品・サービスを提案し続け

るとともに，サステナビリティの枠組み作りに積極

的に参加していきたい。 
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